
 （単位：千円・％）

 予 算 額 A 構成比 (A-B)/B  予 算 額 B 構成比

93,784,124 100.0総　　　　　計 91,212,449 233,190 91,445,639 100.0 △ 2.5

特別会計 合計 34,466,558 0 34,466,558 37.7 1.4 33,990,691 36.2

6,162,384 6.6下水道事業 5,874,834 0 5,874,834 6.4 △ 4.7

1,614,621 1.7

水道事業 4,013,549 0 4,013,549 4.4 7.9 3,719,207 4.0

10.7 4.4 9,410,864 10.0

後期高齢者医療 1,719,938 0 1,719,938 1.9 6.5

0.6

学校給食センター 1,093,799 0 1,093,799 1.2 45.8 750,305 0.8

△ 0.6 11,748,201 12.5

財産区 261,157 0 261,157 0.3 △ 55.4 585,109

特
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別
　
　
　
　
　
　
　
　
　
会
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計

国民健康保険事業 11,676,961 0 11,676,961 12.8

介護保険事業 9,826,320 0 9,826,320

一　　般  　会  　計 56,745,891 233,190 56,979,081 62.3 △ 4.7 59,793,433 63.8

◎令和４年度 １１月補正予算（１２月１９日追加提案）  会計別総括表

会       計       名 現計予算額 補 正 額
 補　　　　正　　　　後 令和３年度最終予算額



◎令和４年度 １１月補正予算（１２月１９日追加提案）  一般会計款別総括表

 予  算  額 構成比
対前年
最終比

 予  算  額  構成比

 1.市税 23,928,461 43,108 23,971,569 42.1 1.8 23,545,033 39.4

 2.地方譲与税 320,000 0 320,000 0.6 3.2 310,000 0.5

 3.利子割交付金 20,000 0 20,000 0.0 0.0 20,000 0.0

 4.配当割交付金 98,000 0 98,000 0.2 1.0 97,000 0.2

 5.株式等譲渡所得割交付金 162,000 0 162,000 0.3 21.8 133,000 0.2

 6.法人事業税交付金 436,000 0 436,000 0.8 26.7 344,000 0.6

 7.地方消費税交付金 3,090,000 0 3,090,000 5.4 △ 2.8 3,179,000 5.3

 8.環境性能割交付金 53,000 0 53,000 0.1 23.3 43,000 0.1

 9.地方特例交付金 193,000 0 193,000 0.3 △ 29.3 273,000 0.5

10.地方交付税 2,184,000 0 2,184,000 3.8 △ 9.2 2,405,594 4.0

11.交通安全対策特別交付金 16,551 0 16,551 0.0 3.4 16,002 0.0

12.分担金及び負担金 362,694 0 362,694 0.6 15.6 313,830 0.5

13.使用料及び手数料 989,279 0 989,279 1.7 △ 1.2 1,001,056 1.7

14.国庫支出金 12,437,136 153,066 12,590,202 22.1 △ 25.1 16,807,377 28.1

15.県支出金 4,566,028 37,016 4,603,044 8.2 12.0 4,111,434 6.9

16.財産収入 132,047 0 132,047 0.2 △ 85.7 924,821 1.5

17.寄附金 600,595 0 600,595 1.1 27.6 470,702 0.8

18.繰入金 1,727,946 0 1,727,946 3.0 6.6 1,621,524 2.7

19.繰越金 513,211 0 513,211 0.9 28.1 400,506 0.7

20.諸収入 876,243 0 876,243 1.5 0.7 870,329 1.4

21.市債 4,039,700 0 4,039,700 7.1 39.0 2,906,225 4.9

   歳　　入　　合　　計         56,745,891 233,190 56,979,081 100.0 △ 4.7 59,793,433 100.0

 1.議会費 301,511 0 301,511 0.5 △ 2.0 307,556 0.5

 2.総務費 6,001,842 0 6,001,842 10.5 △ 18.3 7,348,381 12.3

 3.民生費 24,541,597 0 24,541,597 43.1 △ 9.6 27,143,423 45.4

 4.衛生費 4,368,980 227,100 4,596,080 8.1 11.0 4,140,414 6.9

 5.労働費 121,673 0 121,673 0.2 11.3 109,338 0.2

 6.農林水産業費 541,081 0 541,081 1.0 △ 4.3 565,246 0.9

 7.商工費 431,126 0 431,126 0.8 △ 6.1 459,262 0.8

 8.土木費 7,597,362 0 7,597,362 13.3 8.6 6,998,123 11.7

 9.消防費 1,493,729 0 1,493,729 2.6 5.0 1,423,076 2.4

10.教育費 5,774,744 6,090 5,780,834 10.1 △ 3.1 5,965,787 10.0

11.公債費 4,847,246 0 4,847,246 8.5 △ 0.6 4,878,327 8.1

12.諸支出金 625,000 0 625,000 1.1 76.3 354,500 0.6

13.予備費 100,000 0 100,000 0.2 0.0 100,000 0.2

   歳　　出　　合　　計           56,745,891 233,190 56,979,081 100.0 △ 4.7 59,793,433 100.0

補　　　　正　　　　後 令和３年度最終予算額

 （単位：千円・％）

科　　　　　　目 現計予算額 今回補正額



◎令和４年度 １１月補正予算（１２月１９日追加提案）概要 

 

一般会計                                            （単位：千円） 

事  務  事  業  名 金   額 説                       明 

母子保健衛生費 227,100 

出産・子育て応援事業費         227,100 

＜繰越明許費（R4→R5）        108,900＞ 

 

国の制度に基づき、妊娠期から出産・子育てまでを

一貫して支援するため、相談支援の充実および出産・

子育て応援給付金に係る所要額を計上するとともに、

次年度にまたがって事業の実施が見込まれることか

ら、繰越明許費を計上 

 

出産・子育て応援給付金 

【妊娠届出後】 妊婦一人当たり  ５万円 

【出生届出後】 新生児一人当たり ５万円 

 

（資料１のとおり） 

文化財保護推進費 6,090 

サンヤレ踊りユネスコ登録記念啓発事業費 6,090 

 

「草津のサンヤレ踊り」のユネスコ無形文化遺産登

録を契機として、各保存会が実施する普及啓発に向け

た取組に対する支援費等を計上 

 

  （資料１のとおり） 

 

 

 



●基金残高の推移　直近１０年間（H２５～Ｒ４）　Ｒ４．１１月補正（１２月１９日追加提案）後

上段：年度末基金残高（単位：百万円）　　下段：対前年伸び率

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4見込

4,847 5,051 4,871 4,598 5,038 4,875 5,107 5,343 5,544 5,246

4.9% 4.2% -3.6% -5.6% 9.6% -3.2% 4.8% 4.6% 3.8% -5.4%

3,112 3,118 2,922 2,925 2,527 2,378 2,380 2,381 3,181 2,983

47.7% 0.2% -6.3% 0.1% -13.6% -5.9% 0.1% 0.1% 33.6% -6.2%

7,697 8,131 8,146 6,790 6,976 6,681 5,727 5,428 6,992 6,745

-0.2% 5.6% 0.2% -16.6% 2.7% -4.2% -14.3% -5.2% 28.8% -3.5%

15,656 16,300 15,939 14,313 14,541 13,934 13,214 13,152 15,717 14,974

8.4% 4.1% -2.2% -10.2% 1.6% -4.2% -5.2% -0.5% 19.5% -4.7%

※Ｒ４基金残高見込みは、令和４年度１１月市議会補正予算（１２月１９日追加提案）までの基金積立金、基金繰入金（取り崩し）

　 予算額を反映しています。

●一般会計・市債残高の推移　直近１０年間（H２５～Ｒ４）　Ｒ４．１１月補正（１２月１９日追加提案）後

上段：年度末市債残高（単位：百万円）　　下段：対前年伸び率

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4見込

15,349 16,454 16,927 16,859 16,885 16,234 15,628 15,090 15,375 14,879

10.3% 7.2% 2.9% -0.4% 0.2% -3.9% -3.7% -3.4% 1.9% -3.2%

1,879 1,467 1,243 1,014 783 584 432 830 715 616

-19.6% -21.9% -15.3% -18.4% -22.8% -25.4% -26.0% 92.1% -13.9% -13.8%

20,629 19,532 20,358 22,138 28,090 28,260 28,499 30,189 28,426 28,903

-5.2% -5.3% 4.2% 8.7% 26.9% 0.6% 0.8% 5.9% -5.8% 1.7%

37,857 37,453 38,528 40,011 45,758 45,078 44,559 46,109 44,516 44,398

-0.4% -1.1% 2.9% 3.8% 14.4% -1.5% -1.2% 3.5% -3.5% -0.3%

※Ｒ４市債残高見込みは、令和４年度１１月市議会補正予算（１２月１９日追加提案）までの市債償還額および新規借入予算額

 　を反映しています。

市債残高　合計

特定目的基金

財政調整基金

臨時財政対策債

建設事業債等

基金残高　合計

減債基金

減収補塡債等
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出産・子育て応援事業について

１．事業概要

国において、妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型
の相談支援を充実し、経済的支援を一体的に実施することを目的として、出産・子育て応援交付金が創設された。
妊娠届出時から妊婦や0～2歳児の低年齢期の子育て家庭に寄り添い、出産・育児等の見通しを立てるための面談や継

続的な情報発信等を行い、必要な支援につなぐ伴走型相談支援の充実および妊娠届出や出生届出を行った妊婦等に対
して、出産育児等の経済的支援を一体として実施するための経費について補正を行う。

２．実施内容

区分 実施内容

伴走型相談支援 出産・育児等の見通しを立てるための面談を下記の時期に行う。
①妊娠届出時 ②妊娠８か月前後 ③出生届出から乳児家庭全戸訪問までの間
※②に係る相談支援を新たに実施

経済的支援 【 支給対象】 令和4年4月以降令和５年９月中に出産および妊娠届出をされた方
【 支 給 額 】 妊娠届出後:妊 婦 一人当たり5万円（対象人数:2,532人）

出生届出後:新生児一人当たり5万円（対象人数:1,761人）
※事業開始日前に妊娠届出・出産をした場合は、10万円を一括支給

３．事 業 費

歳入

歳出

190,082千円

227,100千円

＜経費内容＞ ・ 伴走型相談支援に係る会計年度任用職員雇用費（保健師・助産師各１名） 5,614千円
・ 出産・子育て応援給付金（5万円 × 延べ4,293人分） 214,650千円
・ システム改修経費 5,000千円
・ その他事務費 1,836千円

合計 227,100千円
繰越明許費（R4⇒R5） 108,900千円

・出産・子育て応援交付金（国2/3 県1/6 市1/6 ※システム改修経費は国10/10 ）
国費 153,066千円
県費 37,016千円

「草津のサンヤレ踊り」 ユネスコ無形文化遺産登録記念啓発事業について

■ 事業概要
「草津のサンヤレ踊り」を含む「近江湖南のサンヤレ踊り」が風流踊として、ユネスコ無形文化遺産に登録された

（令和4年11月30日）ことを記念し、各保存会が実施する普及啓発に向けた取組に対し支援するとともに、
世界に評価された民俗芸能の普及啓発を図る。

■ 補助金について
＜補助対象＞ ユネスコ無形文化遺産登録にかかる各保存会の普及啓発に向けた取組
＜補助金額＞ 各保存会 800千円（上限）× 7団体（矢倉、下笠、片岡、⾧束、志那、吉田、志那中）
＜補助率＞ 10/10

■ 普及啓発について
ユネスコ無形文化遺産登録記念パンフレットを作成し、広く普及啓発を図る。

■ 事業費

歳出 6,090千円

うち各保存会への補助金 5,600千円（ 800千円 × 7団体 ）
普及啓発パンフレット作成費 490千円

資料１

国補正予算により、令和5年9月までの所要額を計上
（4月以降の経費については繰越明許費を計上）


